
せんだい都心再構築プロジェクトの
進捗状況について

令和４年11月９日
仙台市 まちづくり政策局 政策企画課

都市整備局 都心まちづくり課



１．プロジェクトの概要と展開について

２．プロジェクトの進捗状況について

本日のテーマ
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２．プロジェクトの進捗状況
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施策第１弾と第２弾
Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

仙台市都心部建替え促進助成金制度
＋企業誘致体制の強化と助成制度の拡充

「高機能オフィスの整備」に着目した容積率の緩和

仙台市市街地再開発事業補助金制度の拡充
駐車場附置義務条例等の改正

＋大店立地法における駐車台数の見直し

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

企業立地促進助成制度の強化

テナント退去支援助成
グリーンビルディングの整備を促進するための
方針
総合設計制度の拡充

2019年
7月
第1弾

2020年
10月
第2弾
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ま ち

施策の内容

Ａ 仙台市都心部建替え促進助成金制度
＋ 企業誘致体制強化と助成制度拡充

●助成制度創設や建築規制の一部緩和により、建物所有者が
建替えを行う負担を軽減

●同時に、企業誘致を強化す
ることにより、賃貸需要の
喚起や賃料水準向上へと
つなげる
【対象区域】都市再生緊急整備地域※

都市再生緊急整備地域では、国の事業認定などの要件のもと、
税制や金融、都市計画などの国の特例措置を受けることがで
きます。
「特定」都市再生緊急整備地域では、国から税制等のさらに
手厚い特例措置を受けることができます。
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ま ち

施策の内容

Ａ 仙台市都心部建替え促進助成金制度
＋ 企業誘致体制強化と助成制度拡充

【従前の敷地面積が
概ね1,000㎡以上】

老朽建築物の解体工事期間における助成
土地が対象

高機能オフィス整備に伴う助成 新しくなる
建物が対象

【助成額】
土地の固定資産税等総額
÷12か月×解体期間の月数

【助成額】
要件を満たす床面積相当の
固定資産税等相当額１年分

高機能オフィスとは

Ｒ５年度末まで!

高機能オフィス整備建替え
計画

対象事業
の指定 解体工事

・１フロア当たりのオフィス専有
面積が200坪以上

・柔軟な区割りができる構造
・非常用電源設備の設置スペース
・個別空調 など
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施策の内容

Ａ 仙台市都心部建替え促進助成金制度
＋ 企業誘致体制強化と助成制度拡充

市役所に七十七銀行から
スタッフを受け入れ、金
融機関と連携した企業誘
致体制の強化を図る

【対象業種】
本社機能、研究開発施設、
ソフトウェア業、
デジタルコンテンツ業など

【オフィス賃料に対する助成】
助成額算定の基礎となる
月額賃料の上限額を拡充
（現在）5,000円/㎡

↓
（改正後）8,000円/㎡

企業立地促進助成制度の拡充

企業誘致体制の強化
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ま ち

施策の内容
「高機能オフィスの整備」に着目した
容積率の緩和

【対象区域】
都市再生緊急整備地域

Ｂ

●建築基準法などは改正が繰り返され、
数十年前には基準をクリアしていた建物が、
今の基準を満たさなくなる
ケースがある

●建替えの際は今の基準をク
リアする義務があるが、昔
よりも小さくなってしまう
ことがある

●「高機能オフィスの整備」
を行った新たな建築物に対
し、容積率制限を緩和して
建替えや新築を誘導する
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ま ち

施策の内容
「高機能オフィスの整備」に着目した容積率の緩和Ｂ

（
上
乗
容
積
率
）

都
市
貢
献
対
応

道路施設の整備

広場等の整備

幅広い環境貢献の取り組み

その他都市再生に資する取組

指定容積率

（
上
乗
容
積
率
）

都
市
貢
献
対
応

高機能オフィスの整備
道路施設の整備
広場等の整備
幅広い環境貢献の取り組み
その他都市再生に資する取組
指定容積率

都市再生特別地区での緩和方針

●貢献に応じて指定容積率の最大２倍まで緩和

※0.5ha（5,000㎡）以上の事業区域が必要

総合設計制度の運用緩和

●最大＋２００％上乗せ可能

※500㎡以上の敷地面積が必要

高機能オフィスの床面積相当分を評価
公開空地の面積を評価

（公開空地等によるオープ
ンスペースについて、賑わ
いの創出に寄与するしつら
えとすること）

高機能オフィスの整備

公開空地
（特に優れた緑地空間につい
ては空地の割増評価可能）

Ｒ５年度末まで!
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ま ち

施策の内容

【対象区域】
都市再生緊急整備地域

●高度な都市機能の集積に向けて有効な
「市街地再開発事業」について、
補助金額の上限を引き上げ、
補助率も拡充する
（住宅施設を含む市街地再開発
事業は対象外）

Ｃ
仙台市市街地再開発事業補助金制度
の拡充

仙台マークワン
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ま ち

施策の内容

Ｃ 仙台市市街地再開発事業補助金制度の拡充
補助金額上限の拡充 及び 補助率の見直し

【これまでの補助制度】 【拡充後（現行）の補助制度】
収入 支出支出（工事費など） 収入

施行者負担 施行者負担総事業費総事業費

補助金額
の上限

１８％ 補助金
補助金 補助対象事業費の

２/３補助対象事業費の
１/３

補助金額
の上限

拡充!

※年次で変動

※「都市再生特別地区」を活用した『市街地再開発
事業』が対象
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ま ち

施策の内容

●一定の駐車場は確保しながら
も、土地建物の有効活用（駐
車場床の縮減）や公共交通の
さらなる利用促進に向け、義
務となる駐車台数を算定する
ための基準などを緩和
（他の細かな規制緩和も含む）

Ｄ 駐車場附置義務条例等の改正
＋大店立地法における駐車台数の
見直し

【対象区域】
駐車場整備地区等
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ま ち

施策の内容

Ｄ
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ま ち

施策の内容

Ｄ

法に基づき届出をすべき
事項及び配慮すべき事項
の主なもの

・仙台駅西口の自動車分担
率を東口にも適用
東口一律30％
⇒ 仙台駅からの距離に

応じ7.5％から30％

・必要駐車台数の算定に、
類似店舗の実績等を根拠
とすることも可能

駐車場附置義務条例等の改正
＋大店立地法における駐車台数の見直し

大規模小売店舗立地法における必要駐車台数の見直し
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ま ち

施策の内容

Ｅ

●雇用加算対象者を見直し、進出企業の
現地人材採用を支援
（本社機能・研究開発施設、ソフトウェア・デジタルコンテンツ、バックオフィス等）

●バックオフィス助成制度を拡充し、本社機能の一部移転
やバックアップ拠点設置を促す

企業立地促進助成制度の強化

※１ 仙台都市圏（仙台市、富谷市、大和町、大郷町、大衡村、塩竃市、多賀城市、七ヶ浜町、
利府町、松島町、名取市、岩沼市、亘理町、山元町）在住者
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ま ち

施策の内容

●円滑な建替えが進むよう、建替えに
伴い移転を余儀なくされるテナント
に対し費用を助成

テナント退去支援助成Ｆ

Ａの制度を活用して
建替えを進めるビル
に入居しているテナ

ントが対象
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ま ち

施策の内容
グリーンビルディングの整備を促進
するための方針Ｇ

Ａ・Ｂ・Ｃの制度と
同じ対象区域
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ま ち

施策の内容

※1 ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビルディング）
省エネや再エネの導入等により、年間の一次エネルギー消費量の収支を

ゼロとすることを目指した建築物のことで、国は、エネルギー消費量の削
減割合等に応じて『ＺＥＢ』、ＮｅａｒｌｙＺＥＢ、ＺＥＢＲｅａｄｙ、
ＺＥＢＯｒｉｅｎｔｅｄの４段階の区分を設けている
ＺＥＢ化とは、いずれかのＺＥＢを達成することを言う

グリーンビルディングの整備を促進するための方針Ｇ

※2 建築環境総合性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）
省エネや再エネの導入、環境負荷の少ない資材の使用、室内の快適性、

周辺環境への配慮（騒音・振動、景観、風害、日照阻害）、生物環境の保
全など、建物の環境性能を総合的に評価するシステム

●建替えなどの機会を捉え、環境に最大限配慮された建築物
の整備を促進する
（大規模建築物では工期短縮のメリットも）
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ま ち

施策の内容
総合設計制度の拡充Ｈ

●施策Ｂの中で拡充した総合
設計制度について、容積率
緩和のための選択肢を増や
す見直し

●条件次第では＋200％を超
え、法定容積率の1.5倍ま
で緩和できる

【対象区域】都市再生緊急整備地域
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ま ち

施策の内容
総合設計制度の拡充Ｈ

施策Ｂで
対応済
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せんだい

都心再構築
プロジェクト ご 清 聴 あ り が と う ご ざ い ま し た


